
　JR宇都宮駅東口に2022年秋、国際的な会議場が開業する。地上4階建ての建物に2000名収容の
大ホール、700席の中ホール、13の大小会議室を備えた宇都宮市のコンベンション施設である。
　私は1980年代後半、日本興業銀行産業調査部で国鉄清算事業団用地を活用した新都市拠点整備
事業として、当地区の開発構想にかかわった。以来、約35年を経て実現するものであり個人的な
思い入れも深い。
　当時、担当していた幕張メッセ（1989年開業）については、千葉県・市・地元経済界のみなら
ず経団連会長の旗振りのもと、その名の通りオール財界ベースの協力体制により、開業3年半前に
運営主体である㈱日本コンベンションセンターが設立された。まだ京葉線が全通していなかった
なか幾多の困難を乗り越えて、こけら落としの東京モーターショーには、史上最高の192万人の来
場者を迎えることが出来た。

　ひるがえって宇都宮市のコンベンション施設については、民間の指定管理者は決まっているも
のの、官民挙げての誘致体制の整備はこれからである。だが全国的な会議の開催地の決定は、通
常２、3年前からであり、時間的な余裕はない。北関東最大の施設であるGメッセ群馬（高崎市）
も開業し、競争も激化している。
　MICE（Meeting, Incentive travel, Convention/Conference, Exhibition）を、観光も含めて地域
全体で誘致する観光地域づくり法人=DMO（Destination Management/Marketing Organization）
は全国で設立が相次ぎ、現在、観光庁に登録するDMOは全国で174件ある。しかし、県内では栃
木県観光物産協会、DMO日光、大田原ツーリズムの3つを数えるに過ぎない。
　大規模な会議を宇都宮に迎えるには、駅東口のコンベンション施設と栃木県総合文化センター・
宇都宮市文化会館・マロニエプラザ（展示場）・近郊のホールとの相互利用、日光・那須・益子・
大谷などの食や観光のアフターコンベンション、それらをつなぐ交通手段、ホテルや会議運営に
かかわる各種のサービスなど、地域の総合力が勝負となる。県都にそれらをワンストップで手配
できる、広域的に連携した官民協働の新たな組織の創設が必要だ。DMOの役割は、栃木県の魅力
を訴求し、会議とアフターコンベンションを通じて地域活性化に貢献する、つまりMICE主催者
と地域産業との懸け橋になることである。
　また、モビリティ産業・観光ホスピタリティ産業のコンベンションや医療福祉・薬学関係の学
会など、本県の強みを生かした会議誘致には、県の経済的な支援策（MICE開催助成金制度）も欠
かせない。
　重要なことは、DMOのための安定的な財源と優秀な人材である。米国フロリダ州オレンジ郡で
は、民間事業者自らの要請により課した宿泊目的税によるDMOが運営されている。MICEのマー
ケティングを行う人材は、地元の大学で育成している。こうして、人口28万人のオーランド市を
内包するオレンジ郡（人口139万人）は全米第1位の年間7500万人の訪問客を迎えるようになった。

　コロナ禍により、フェイス・トゥ・フェイスのコミュニケーションの価値が見直されている今、
5Gによる双方向の遠隔通信とともに、新しい時代のコンベンション需要が見込まれる。県都の新
幹線駅に直結した利便性の高い、最新の安心安全な設備を備えた宇都宮駅東口の会議場が、県域
全体に大きな経済波及効果をもたらすことを期待したい。
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